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１ 件   名  治安維持法犠牲者国家賠償法（仮称）の制定を求める請願書 

 

２ 受理年月日  平成 29年 11月 21日 

 

３ 受 理 番 号       第 １ 号 

 

４ 請 願 者  神戸市 

治安維持法犠牲者国家賠償要求同盟兵庫県本部 

会長 戸﨑曽太郎 

 

５ 紹 介 議 員  井上芳弘 

 

６ 請願の要旨 

治安維持法が 1925 年（大正 14 年）に制定されてから今年で 92 年になる。この

治安維持法は、国民主権を唱え、戦争に反対し、平和を求めてたたかった政党、団

体や個人をも根絶するねらいで制定された稀代の悪法であった。 

 治安維持法が制定された 1925 年から、廃止された 1945 年までの 20 年間に労農

政党、労働組合、農民組合、宗教団体等をはじめ、平和主義者、知職人、文化人な

ど数十万人にのぼる人々が逮捕され、送検された人は 68,274 人（起訴 6,550 人）、

警察署で虐殺された人は 93 人、刑務所・拘置所で虐待・暴行・発病などによる獄

死者は 188人であった。兵庫県の弾圧犠牲者も五百数十人にのぼり、その多くは正

義感に溢れる若者たちで、その人生を狂わされ、その家族まで差別を受けてきた。 

 私たち治安維持法犠牲者国家賠償要求同盟は、日本国憲法第十七条の規定に則っ

て、国が新たに「治安維持法犠牲者国家賠償法」（仮称）を制定し、治安維持法犠

牲者に一日も早く謝罪と賠償を行うよう政府に要望するとともに国会請願を続け

ているが、地方議会にも「意見書」採択を求めている。 

 全国では 2017年 11月 1日現在、404市町村で意見書を採択、あるいは趣旨採択

を行っている。兵庫県では、尼崎市議会、旧青垣町議会で意見書が採択されている。 

  以上の趣旨に基づき、治安維持法犠牲者国家賠償法（仮称）の制定を支持し、政

府に対して意見書を提出するよう請願する。 

 

７ 付託委員会  総務常任委員会 




